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研究要旨 
１ 介入試験の産科データ作成と入力を開始するにあたり、日本産科婦人科学会周産期委員会が
作成している周産期データベース(JSOG-DB)の現状と問題点を明らかにした。 
JSOG-DB の現状を示すモデルとして、過去の DB（2001-2005 年）を用いて解析したところ、超

低体重出生児の予後にとって、ステロイド投与の効果が示された一方で、骨盤位と経膣分娩の予
後が不良となることが示され、わが国における疫学研究のツールになることが示された。 
JSOG-DB の問題点として、周産期領域における疫学的、医学的、臨床的研究のソース提供とし

ての役割は果たせているが、参加施設のばらつきと偏りがあるため、今後症例数を増やすために
は 、参加施設へのインセンティブなどが必要であると思われた。 
 
２ 新生児側の DB との連結の可能性を検討し、介入試験への参加を表明した 40 施設における
JSOG-DB の入力状況を確認した。参加表明施設における周産期 DB の入力に向けて、該当する 40
施設の産科医にデータ入力の経験の有無を確認したところ、10 施設が未経験と回答した。 
平成 24 年 2 月 12 日より「周産期医療の質と安全の向上のための研究」が実質上開始され、症

例の登録が開始されたが、本年度は同年 8 月 31 日までに出生した 1500g 以下の児の数は限定さ
れているため、児の出生直後の短期予後について、母体情報に基づき、初期解析を行った。 
初期解析としては症例数が限られたものであり、今後のデータ集積と解析のための基礎資料と

して用いるにとどめざるを得ず、長期予後を含む児の詳細な検討は次年度以降の課題である。 
 
A.目的  

 
わが国の周産期医療は、昼夜を問わぬ医療関係者の
努力により、四半世紀近くの長きにわたって、世界
最高のレベルを維持している。この背景には、ME 機
器の発達や NICU の充実、母体搬送の浸透などの要因
が挙げられる。人口 100 万・出生 1 万を一つの周産
期医療圏と設定し、周産期医療の整備を行う計画は、
平成 9 年から始まり、ようやく今年になって全都道
府県に総合周産期母子医療センターが設置されるに
至った。 
わが国における周産期医療を考える際に、海外と

大きく違っている点が多々あることは周知の事実で
ある。すなわち、一つの病院で年間 10,000 以上の多
数の分娩を取り扱っている欧米と違って、わが国で

は診療所での分娩が半数を占め、基幹施設において
さえも 2,000 に足らない施設が大多数である。地域
性を考慮した結果、全国では約 380 に及ぶ総合母子
周産期医療センター・地域母子総合医療センターが
設置されているが、施設間で治療方針にバリエーシ
ョンがあることは容易に推察できる。折しも、ガイ
ドライン作りが精力的に行われていて、我々の領域
においても日本産科婦人科学会と日本産婦人科医会
の編による「産婦人科診療ガイドライン産科編 2008, 
2011」と刊行され、一次・二次医療施設における治
療や管理の標準化には役立っている。1, 2)しかしな
がら、高度な周産期医療を提供している周産期医療
センターにおける標準化までには至っていない。 
現在、我が国の周産期医療が抱えている問題は多

岐にわたり、人材育成やチーム医療・地域連携の充
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実、フォローアップを含めた医療組織体制の構築な
どの整備は急務の課題である。2003 年より構築され
た「総合周産期母子医療センターネットワークデー
タベース(NRN-DB)」によると、児の重症度を調整し
ても死亡退院率を指標とする極低出生体重児の治療
成績と治療内容に大きな施設間差が存在することが
明らかとなった。3) また、施設の医療水準の差は入
院したハイリスク児の重症度および診療内容を調整
してもなお存在することが解析により明らかとなり、
それらは診療内容だけではなく、診療資源、医療組
織体制等も影響していることが推測された。以上の
ような経緯により、施設格差を是正することで日本
全体の周産期医療の質向上が得られるのではないか
と考え、本研究の主体であるクラスターランダム化
比較試験が開始された。 
その際、分娩までの産科データも詳細に入力され

ていれば、産科医療と周産期医療の究極的な目標で
ある「後遺症なき生存」との関連が明らかになり、
今後の産科医療の発展に益するところは大きい。現
在、二次、三次施設を中心とした、日本産科婦人科
学会周産期委員会が作成している周産期データベー
ス(JSOG-DB)が登録され、運用されているが、本研究
の目的に合致するものではなく、改善の余地がある。 
このような背景から、介入試験の際の産科 DB の

100％入力に向けて、新生児データベースとは別に産
科データベースの内容と登録参加施設の拡充を図る
こと、新生児データベースと産科データベースの連
結化を行うことは急務である。研究参加を表明した
施設では新生児側のデータベースが既に存在するか、
ないしはデータの抽出が可能となっている施設が多
いが、一方で、産科側では先述の日本産科婦人科学
会周産期委員会のデータベース登録に参加していな
い施設が多数存在する。われわれは、これら産科施
設の担当者に働きかけ、上記データベースへの登録
参加を働きかけ、データの入力を行っていただくこ
ととした。 
以上の準備段階を踏まえて、平成24年24 年2 月12 

日より「周産期医療の質と安全の向上のための研究」
が実質上開始され、症例の登録が開始された。今回
の目的は、平成24年24 年2 月12 日より同年8月31
日までに出生した1500g 以下の児について、児の出
生時までの短期予後について、母体情報に基づき、
初期解析を行うこととした。さらに実際に産科デー
タベース入力および新生児データベースとのマッチ
ングを行うことにより、データ回収から解析に際し
ての問題点を抽出した。 
 

B.研究方法 
 
１ JSOG-DB の現状と問題点に関する検討 
 
1-1 JSOG-DB 2001～2002 年の二年分を用いて、超

低出生体重(ELBW)児の娩出方法を検討した。個票登
録された 12 万例のうち、子宮内胎児死亡を除いた単
胎の ELBW 児。染色体異常や形態異常は除外した。目
的変数を児死亡とし、説明変数として、分娩時妊娠
週数、性別、分娩方法、胎位、出生前ステロイド（AGT）
などの出生前因子を選んだ。統計学的検定には、名
義変数に対してカイ二乗検定と Fisher 直接確率法
を, 連続変数に対して Mann-Whitney test を用い、
単変量解析で有意（p<0.05）となった因子について、
多変量解析を追加した。4) 
1-2 JSOG-DB の現状と問題点について、検討した。 
 
２ クラスターランダム化比較試験における産科デ
ータ入力と作成の現状と問題点 
 
2－1 本解析の対象： 
平成24 年2 月12 日以降8月31日までに出生した
1500g 以下の児の母体情報を対象とした。研究開始
から半年以内であり、児の中期･長期予後についての
検討はされていない。尚、本件等の対象症例は平成
24年8月31日までに同意を得られたものとした（新生
児搬送症例は除外）。 
 
対象症例数（全て新生児）： 
① 産科側施設より提出された症例数：1505 例 
② 新生児側より提出された症例数（同意取得済

み）：289 例 
③ 上記①と②より同意を得たとされる症例で産科

側のデータが存在する（今回の解析で使用でき
ると判断可能）症例数：215 例 

④ 母体への介入（ステロイド、リトドリン、洗浄、
抗生物質など）の有無の入力がされている症例
数：160 例 

⑤ ④のうち多胎：47 例（双胎 40（うち MD 16、DD 
24） 、品胎＆不明 7） 

⑥ ④のうち単胎：113 例。 
 
以上より、対象とした母集団は多大であったが、今
回の初期解析においては症例数が限られたものであ
り、今後のデータ集積と解析のための基礎資料とし
て用いるにとどめるべきと考えた。 
 
以下、「単胎 113 症例の背景因子」を A)母体背景、
B)妊娠中の合併症、C) 分娩時情報・合併症、D)新生
児情報、E)妊娠中の薬剤投与の５項目についてそれ
ぞれに含まれる各因子を調査した。 
 
２－2 児の短期予後と母胎治療・薬剤投与について 
 
次に「児の短期予後と母胎治療・薬剤投与につい

て」解析を行った。母胎に対する薬剤治療と児の短
期予後について関連性を探索的に検討した。 
母胎への薬剤治療としては、胎児肺成熟目的のス
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テロイド投与、抗菌剤の点滴、腟内イソジン消毒（今
回のデータ集計では生理食塩水や逆性石けんによる
洗浄は考慮していない）、塩酸リトドリンの使用、
硫酸マグネシウムの使用のそれぞれが、A.『新生児
仮死』ならびに B.「児の退院時生死」への関与の程
度をデータ上で検討した。統計学的検定には、名義
変数に対してカイ二乗検定と Fisher 直接確率法を, 
連続変数に対して Mann-Whitney test を用い、単変量
解析で有意（p<0.05）となった因子について、多変
量解析を追加した。 
 
2－3 産科データベース入力および新生児データベ
ースとのマッチングに際しての問題点の抽出 
 
本研究に向けて新たに作成した産科データベースに
入力されたデータを解析するにあたって、支障とな
った点、さらに研究対象となる症例の確認をするた
めに、新生児登録データとの照合を行い、データ回
収から解析に至るまでに生ずる問題点についても検
討を行った。 
 
C.研究結果 
 
１ JSOG-DB の現状と問題点に関する検討 
 
1-1 超低出生体重(ELBW)児の娩出方法に関する検
討：対象例は1,818例で、生存率は76.2％であった。
体重別の生存率は 500ｇ未満、500－749ｇ、750－999
ｇでそれぞれ、42.1 ％，71.7 ％，90.9 ％となった。
多変量解析にて，児の生存に寄与する因子は分娩週
数(OR 0.78; 95%CI 0.66-0.85)，出生体重(0.78; 
0.66-0.85)，AGT (0.78;  0.66-0.85)，性別（女児）
（0.62; 95%CI 0.58-0.66）であった．予後不良因子
は非頭位(2.51;  1.67-3.23)，経腟分娩(2.51; 
1.67-3.23)，子宮内感染（2.23; 1.34-3.73），常位
胎盤早期剥離（1.86; 1.04-3.31）となった．出生体
重別の死亡率はいずれの出生体重においても帝王切
開した群で死亡率が低かった．一方，週数別の死亡
率は 22 週 23 週で帝王切開・経腟分娩で有意差を認
めなかったが（OR 0.94, 95%CI 0.68–1.30），24 週
以降では帝王切開した群で有意に死亡率が低かった． 
1-2 JSOG-DB の現状と問題点について 5) 
本データベースは、1975 年に周産期死亡登録事業

として始まり、2001 年から登録対象を全出産例に拡
大して現在に至る登録事業である。死亡登録の目的
が死亡背景および原因の調査であったのに対し、現
在の日産婦 DB の対象は一次～三次施設を含む参加
希望施設としている。ファルメーカーproを利用し、
入力されたハイリスク胎児・新生児予後、母体疾患
別の情報から諸疾患の罹病率を集計するとともに、
DB 内にコントロール症例（正常例）を含むことから
各種の case-control 研究のソースとして活用する

ことを狙っている.（図 1～4） 
●登録数・登録施設：現在までに 2001～2010 年の計
638,421 データが登録されている。うち、周産期死
亡数は 8,980 データであり、本邦における全出産の
約 5%、全周産期死亡数の約 20%にあたる。登録施設
は二次・三次施設が中心で、NICU を持つ施設が約 70
－85％（年によるばらつきあり）、周産期センターが
約 70％であり、年間あたりの参加施設数、登録症例
数ともに漸増してきている（図 5～6）。 
●集計・保存：日本産科婦人科学会雑誌に年次報告
書として掲載するとともに、各年毎の DB セットとし
て匿名化保存している（図 7～9）。 
 
2 クラスターランダム化比較試験における産科デ
ータ入力と作成の現状と問題点 
 
参加表明施設における周産期 DB の入力に向けて 
現行の JSOG-DB（図 10）を一部改良した新 DB を作成
した（図 11,12）。 
 
2－1 今回の対象症例は単胎の 113 例のみであり、背
景因子の解析結果のみにとどめた。 
 
【別添資料 1】。 
 
尚、新生児予後に影響を与えうる因子である母体へ
のステロイド投与についてのみここで述べる。母体
へのステロイドは十数年前より WHO から推奨され、
数年前からは本邦でも保険収載となっている。また
「産婦人科診療ガイドライン-産科編 2011」（日本産
科婦人科学会編）においても妊娠 22 週から 34 週の
早産が予測される患者に対して使用を推奨している
が、その使用については産科医師ならびに施設で異
なっている可能性が多方面から指摘されていたため、
現時点で確認を行った。今回の結果から約 34.5％
（113 例中 39 例）の患者には使用されていないこと
が明らかとなった。しかしながら、今回のデータは
分娩時のデータであり、母体入院時ならびにステロ
イド投与時の週数は明らかでないため、図 13 に示す
ようにステロイド投与から分娩までの時間を確認し
たところ、殆どの症例において、投与後約 1 週間で
分娩に至っていることが明らかとなった。さらに、
図 14 および図 15 に示すように、ステロイド投与患
者と非投与患者において分娩週数のばらつきは同一
ではないものの、各々の平均分娩週数は 28.1 週、
29.7 週であり有意な違いを見いだせなかった。 
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2－
ベースとのマッチングに際しての問題点の抽出
 
先述の通り、産科側の登録施設より提出された症例
数は
すべく、新生児側より提出いただいた症例数を確認
したところ、同意取得済みとされていたものは
例であった。さらに、上記新生児側データ中で、同
意を得たとされる症例で産科側のデータが存在する
症例、つまり、今回の解析で使用できると考えられ
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図 13：ステロイド投与から分娩までの時間

横軸：時間、縦軸：頻度
平均 146 時間 
 
図 14：ステロイド投与患者の分娩週数分布

横軸：頻度、縦軸：分娩週数
平均 28.1 週、中央値
 
図 15：ステロイド非投与患者の分娩週数分布

横軸：頻度、縦軸分娩週数
平均 29.2 週、中央値
 
－2 児の短期予後と母胎治療・薬剤投与について
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－3  産科データベース入力および新生児データ
ベースとのマッチングに際しての問題点の抽出
 
先述の通り、産科側の登録施設より提出された症例
数は 1505 例であった。そこで同意取得の有無を確認
すべく、新生児側より提出いただいた症例数を確認
したところ、同意取得済みとされていたものは
例であった。さらに、上記新生児側データ中で、同
意を得たとされる症例で産科側のデータが存在する
症例、つまり、今回の解析で使用できると考えられ
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児の短期予後と母胎治療・薬剤投与について

【別添資料２】表１～表４に結果を示す。

産科データベース入力および新生児データ
ベースとのマッチングに際しての問題点の抽出

先述の通り、産科側の登録施設より提出された症例
例であった。そこで同意取得の有無を確認
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学会発表および論文執筆目的でこれまでに 61 件の
利用申請がなされており、周産期領域における疫学
的、医学的、臨床的研究のソース提供としての役割
は果たせていると思われる（図 16～18）。 
問題点は以下に要約される。 

(1) 参加施設のばらつきと偏り：現状の本 DB 参加は
あくまでも各施設の義務感に裏打ちされた手挙げ方
式に基づいており、参加への duty あるいは未提出に
対する罰則などは一切無い。その結果として、年単
位の施設内訳が一定でなく、同一施設でも未提出の
年次があったり、大きな周産期センターが登録に参
加していないなどの現状がある。 
(2) 参加施設へのインセンティブ：多忙な中で入力
していただいている登録施設に対して何らかのイン
センティブは必須であるが、これまで具体化してお
らず、上述の提出施設のばらつきの理由にもなって
いる。これに対して、日本周産期・新生児医学会の
施設認定の際、JSOG-DB 登録施設に対して加点する
ことにより、同学会の業務とのリンクおよび基幹施
設への昇格などのインセンティブを図ることが実現
した。しかしながら、このことのみでは現場の入力
業務に対する配慮とは言えず、本 DB の拡充・発展は
人的・物的側面からの更なる支援策の可否にかかっ
ている。 
(3) 他の DB とのリンク（とくに新生児長期予後との
関連の視点から）：周産期の課題たる周産期管理の向
上による児予後改善の可否を明らかにするためには、
本 DB 内の短期予後項目（生・死）に加えて、新生児
DBとのリンクによる長期予後データとの比較検討が
必要となる。この点に関して 2011 年から、公募研究
「硫酸マグネシウム母体投与 1500ｇ未満児の予後」
において JSOG-DB と既存の新生児臨床研究ネットワ
ーク DB とのリンクにより、データマッチの比率およ
び周産期情報と予後との関連を解析する試みが始ま
っている。 
(4) その他：データフォーム改変時の諸問題、胎児
治療調査の再検討、データ利用資格の検討など、解
決すべき課題も多い。データ内容だけでなくハード
面やプログラム上のハードル（電子カルテ情報との
リンク、入力作業の自動化など）が解決されない限
り、‘情報管理がすすんだ病院ほど参加できない’
事態が生じることが喫緊の課題である。 
 
本研究の主体は新生児科医を中心として、児出生後
の介入が周産期予後を改善することが可能か否かの
評価である。その一方で、新生児の予後へ大きく影
響を与えうる因子の一つが、出生前の産科管理の方
法と質であり、その中でも産科医師の practice 
level、地域性と施設パワーが新生児予後を左右する
可能性を有していることは周知である。 
既述のように、日本産科婦人科学会から産科管理

ガイドラインが示されたが、それ以前については産

科の管理指針については学会レベルでの統一された
指針は存在せず、evidence-practice based medicine
が行われていた。現在においても本研究の対象とな
る出生体重 400-1500g の児の主たる原因である早産、
すなわちハイリスク妊娠である切迫早産や preterm 
PROM の管理方法や子宮内胎児発育不全児、妊娠高血
圧症候群などの管理方針については全国的に統一さ
れているとは言い難い。さらには産科管理の最前線
である一般診療所や病院での妊婦管理方法に至って
は、言うまでもなく地域の医療環境に左右され、さ
らに主治医の裁量に任されていることが多い。これ
ら産科側の問題点を明らかにするためには、全国レ
ベルでの出生前の産科管理の質の良いデータベース
が必須である。幸いにして産科管理については
JSOG-DB が存在するため、それを応用することが現
時点では最短かつ最善の方法であろう。 
しかしながら、そのデータベースは日本の分娩取

り扱い施設の全てが参加しているわけではなく、更
にはハイリスク分娩を取り扱っている産科施設にお
いて未だ参加していない施設も多い。実際、本研究
に参加表明している 40 施設のうち、過去に日本産科
婦人科学会周産期委員会データベースへデータを提
出したことのある施設は 25 施設に過ぎない。 
データベースへの入力と作成には、従来、担当医

師ないしチーム医師の労力によるものが多く、通常
の診療以外にも莫大な労力が必要とされる。 
結論として、新生児データベースとは別に産科デ

ータベースの内容と登録参加施設の拡充を図ること、
新生児データベースと産科データベースの連結化を
行うことは急務であった。研究参加を表明した施設
では新生児側のデータベースが既に存在するか、な
いしはデータの抽出が可能となっている施設が多い
が、一方で、産科側では先述の日本産科婦人科学会
周産期委員会のデータベース登録に参加していない
施設が多数存在する。われわれは、これら産科施設
の担当者に働きかけ、上記データベースへの登録参
加を働きかけ、データの入力を行っていただくこと
とした。 
クラスターランダム化比較試験が開始されると同

時に産科データ入力が始まった。今回の対象期間に
おいて産科側で得られた症例データ数 1505 例のう
ち、解析対象となった症例は 113 例であり、今後、
データの精度をあげていくことにより、緻密な母体
背景が明らかになっていくものと考えられる。先述
のように母体ステロイド投与以外の薬剤介入につい
ては産科側でほぼ一定していると考えられるため、
ここでは解析結果についての考察は控えたい。一方
で、今回の結果から約 34.5％（113 例中 39 例）の患
者には母体ステロイドが使用されていないことが明
らかとなったことから、今後の症例蓄積により、ス
テロイド使用の有無が単に症例背景によるものであ
るのか、産科担当医師の方針によるものなのか（産
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科施設によって施設ごとに管理指針が一定している
施設と、主治医制によるため施設内でも管理指針が
異なっている施設がある可能性）、が明らかになって
くるものと推察される。 
『新生児仮死』に対する母胎治療・薬剤投与因子

の関与について考察を進める。 
新生児仮死は比較的出生（分娩）直前の環境や分

娩管理が影響すると考えられる。早産の主たる原因
が「感染」によるものが多い状況からすると、院内
管理症例や母体搬送症例にかかわらず、頸管や子宮
内の感染が顕在化し、分娩が切迫している（陣痛抑
制不可能）症例が考えられる。逆に、子宮内感染が
認められず、子宮収縮抑制が可能である症例につい
ては塩酸リトドリンなどの薬剤は効果的であり、結
果として児の予後も良いこととなる。今回のデータ
からは有意な関与は認めないものの、母胎へのステ
ロイド投与や抗生物質投与など抗炎症的薬剤を使用
せざるを得なかった症例は、結果として子宮収縮抑
制剤を使用するものの早期に分娩に至るため、児の
出生時予後が芳しくない可能性が示唆された。 
当然、今回の症例は、データの帰属する施設数に

限りがあること、研究開始から半年の初期段階であ
り、介入施設においても児の予後が明らかとなって
いないため新生児側でのデータ入力が未実施である
施設・症例が多数あること、新生児医師側での同意
取得ならびにデータ登録時期が明確でなかったこと、
などから、症例数が十分でなく、データ特性に偏り
がある可能性がある可能性を考慮する必要がある。
今回のデータは preliminaryかつ pilot的な初期解析で
あり、全国的な趨勢を反映していない可能性は十分
にあると考えられた。 
 次いで、『児の退院時生死』に対する母胎治療・
薬剤投与因子の関与について考察する。 
児の退院時生死については、出生後の新生児管理

の影響を無視した場合、出生時の環境のみならず、
妊娠中の中長期的な環境因子が関与している可能性
が考えられる。今回のデータからみられる傾向は概
ね先の新生児仮死に関するデータと異なっていない。
異なる点は硫酸マグネシウムの影響である。硫酸マ
グネシウムは従来子宮収縮抑制剤として使用されて
いる。特に本邦では子宮収縮抑制剤としての第一選
択は塩酸リトドリンであり、塩酸リトドリンによる
子宮収縮抑制が困難な場合や、母胎糖尿病合併など
塩酸リトドリン使用を避けるべき時に使用されるこ
とが多い。これは硫酸マグネシウム血中有効治療域
が狭く、使用しにくいという点がある。今回の症例
からは、そのような背景が推察される。また、今回
は症例登録開始から半年以内に「退院が可能であっ
た」症例のみである事も念頭に置く必要がある。尚、
1500ｇ以下の児において生死を分ける因子は在胎週
数と出生時体重であるが、今回のデータにおいては
症例数の限りがあるため、生存群と死亡群において

在胎週数と出生時体重のマッチングは行っていない。
従って、今後はマッチングを行った上での検討が必
要である。また、近年では硫酸マグネシウムによる
脳障害保護（脳血管損傷保護）効果が指摘されてい
るが、今回のデータからはその影響は判断できない
結果となっている。 
産科側の登録施設より提出された症例数は 1505

例に対して、今回の解析で使用できる症例数はその
約 10 分の 1 以下である単胎 113 例であった。産科デ
ータベースと新生児データベースとのマッチングに
際して、綿密な連携の必要性が痛感される。100％近
いマッチングの完成に向けて、新生児側データ回収
担当である研究本部の担当者と緻密な協議を行い、
①さらなる同意取得の徹底、②同意取得の時期（可
及的早期）、③データ入力を適宜行うこと、④転居や
転院に伴い追跡が不可能となる可能性を考慮し、そ
の対応策を別途対応（他研究者分担）する、など母
体および新生児データの回収・集積・連結化をさら
に容易にする方策の検討を年度内に行い、これらに
ついては平成 24 年度の研究班最終全体会議でも参
加者全員に周知・啓発を行ったところである。 
 
E.結論 
 
平成24 年2 月12 日より「周産期医療の質と安全の
向上のための研究」が実質上開始され、症例の登録
が開始されたが、本年度は同年8月31日までに出生し
た1500g 以下の児の数は限定されているため、児の
出生時までの短期予後について、母体情報に基づき、
初期解析を行った。 
 初期解析としては症例数が限られたものであり、
今後のデータ回収、集積と解析にあたっての問題点
を抽出かつ改善し、これらを効率的かつ円滑に行う
ための基礎資料として用いるにとどめた。 
今回の検討では母体の薬剤投与が新生児予後に及

ぼす影響については明らかな関連性は認められなか
ったが、今後、施設毎での介入と児の長期予後との
関連を調査すべく、引き続き症例の蓄積を行ってい
く必要性がある。それに伴って、先述のように母体
ステロイド投与に関する背景や新生児予後への影響
も明らかになってくるものと確信する。 
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全体統計（2010年）

全体 〜499g 500〜999g 1000g
以上

22〜27週 28週以降 週数不明・
記載なし

(a) 出産数* 83,383 411 1,549 81,423 1,512 81,819 52 

(b) 生産数 82,586 231 1,336 81,019 1,232 81,304 50 

(c) 死産数(22週以降) 797 180 213 404 280 515 2

(d) 死産率 9.6 438.0 137.5 5.0 185.2 6.3 38.5 

(e) 早期新生児死亡数 268 24 52 192 69 199 0

(f) 早期新生児死亡率 3.2 103.9 38.9 2.4 56.0 2.4 0.0 

(g) 周産期死亡数 1065 204 265 596 349 714 2

(h) 周産期死亡比 12.9 883.1 198.4 7.4 283.3 8.8 40.0 

(i) 周産期死亡率 12.8 496.4 171.1 7.3 230.8 8.7 38.5 

(j) 後期新生児死亡数 42 6 16 20 21 21 0

(k) その他時期死亡数 31 3 9 19 9 21 1

(L) 剖検数 132 17 23 92 39 92 1

(m) 剖検率 11.6 8.0 7.9 14.5 10.5 12.2 33.3 

主要臨床死因別統計（2010年）

主要臨床死因
死因別
死亡数

％
死産
数

早期
新生
児
死亡
数

後期
新生
児
死亡
数

新生児
期以降
死亡数

〜499g 500〜
999g

1000g
以上

体重不
明・記載
なし

22〜
27週

28週
以降

週数不
明・記載
なし

(1) 妊娠高血圧症候群 5 0.4 5 0 0 0 3 0 2 0 3 2 0

(2) 母体疾患 4 0.4 4 0 0 0 0 2 2 0 0 4 0

(3) 前置胎盤 3 0.3 1 2 0 0 0 1 2 0 1 2 0

(4) 常位胎盤早期剥離 113 9.9 104 6 3 0 6 12 95 0 16 97 0

(5) その他の胎盤異常 43 3.8 41 2 0 0 14 15 14 0 18 25 0

(6) 臍帯の異常 80 7.0 78 2 0 0 19 21 40 0 33 47 0

(7) 胎位・胎勢・回旋の異常 4 0.4 4 0 0 0 0 3 1 0 3 1 0

(8) 以上に含まれない新生児呼吸障
害 41 3.6 3 32 4 2 10 12 19 0 25 16 0

(9) 以上に含まれない胎児・新生児低
酸素症 21 1.8 8 11 2 0 5 5 11 0 11 10 0

(10) 以上に含まれない胎児・新生児
損傷 6 0.5 1 3 2 0 2 3 1 0 5 1 0

(11) 以上に含まれない低出産体重 79 6.9 44 23 7 5 29 33 17 0 52 27 0

(12) 奇形 329 28.9 167 134 12 16 21 67 241 0 40 288 1

(13) 胎児・新生児の溶血性疾患 1 0.1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 1 0

(14) 周産期の感染 26 2.3 13 8 5 0 5 13 8 0 20 6 0

(15) 多胎妊娠・双胎間輸血症候群 52 4.6 49 2 1 0 28 14 10 0 24 28 0

(16) 非免疫性胎児水腫 61 5.4 44 17 0 0 5 13 43 0 23 38 0

(17) その他・不明 270 23.7 231 26 5 8 66 76 128 0 105 163 2

合計 1138 100.0 797 268 42 31 213 290 635 0 379 756 3
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施設別集計（2010年）

出産数
* (a)

死産
数 (b)

生産
数(c)

早期
新生
児死
亡数
(d)

死産
率(e)

早期
新生
児死
亡率

(f)

周産期
死亡数

(g)

周産期
死亡比

(h)

周産
期死
亡率

(i)

後期
新生
児死
亡数

(j)

新生
児期
以降
死亡
数 (k)

剖検
数(L)

剖検
率(m)

愛育病院 1,602 10 1,592 2 6.2 1.3 12 7.5 7.5 0 0 0 0.0 
愛知医科大学 344 1 343 1 2.9 2.9 2 5.8 5.8 0 0 0 0.0 
秋田赤十字病院 958 5 953 1 5.2 1.0 6 6.3 6.3 0 0 0 0.0 
秋田大学 443 7 436 3 15.8 6.9 10 22.9 22.6 0 0 2 20.0 
旭川医科大学 305 2 303 2 6.6 6.6 4 13.2 13.1 0 0 1 25.0 
旭中央病院 1,133 7 1,126 2 6.2 1.8 9 8.0 7.9 0 0 0 0.0 
アルメイダ病院 199 4 195 0 20.1 0.0 4 20.5 20.1 0 0 0 0.0 
岩手医科大学 401 19 382 2 47.4 5.2 21 55.0 52.4 2 1 1 4.2 
NTT東日本関東病院 813 2 811 1 2.5 1.2 3 3.7 3.7 0 0 1 33.3 
愛媛県立中央病院 1,359 15 1,344 2 11.0 1.5 17 12.6 12.5 1 0 1 5.6 
愛媛大学 267 3 264 1 11.2 3.8 4 15.2 15.0 0 0 0 0.0 
大分県立病院 607 8 599 4 13.2 6.7 12 20.0 19.8 0 0 0 0.0 
大分大学 137 2 135 1 14.6 7.4 3 22.2 21.9 0 2 2 40.0 
大阪市立大学 496 0 496 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 
大阪大学 556 9 547 10 16.2 18.3 19 34.7 34.2 0 3 4 18.2 
大阪府立母子保健総合医療セ
ンター 1,686 22 1,664 5 13.0 3.0 27 16.2 16.0 1 1 9 31.0 
岡山市立市民病院 72 0 72 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0 0.0 
岡山大学 314 3 311 0 9.6 0.0 3 9.6 9.6 0 0 0 0.0 
沖縄県立中部病院 895 8 887 1 8.9 1.1 9 10.1 10.1 0 0 1 11.1 
沖縄県立南部医療センター 517 13 504 1 25.1 2.0 14 27.8 27.1 3 6 3 13.0 
香川大学 550 5 545 2 9.1 3.7 7 12.8 12.7 0 0 0 0.0 
鹿児島市立病院 801 20 781 9 25.0 11.5 29 37.1 36.2 0 4 14 42.4 
鹿児島大学 253 4 249 1 15.8 4.0 5 20.1 19.8 0 0 0 0.0 
神奈川県立こども医療センター 528 26 502 23 49.2 45.8 49 97.6 92.8 0 0 13 26.5 

データ利用

学会員は誰でも利用可

日本産科婦人科学会の会員であれば，周産期
委員会委員長に学術目的に使用する旨申し出
て許可を得ることにより使用することができる．

利用状況（2001～2011年）
●データ利用申請：61件（筆頭者数：４２名）
・学会発表・論文 39件
・学会発表のみ15件
・論文のみ 7件
●論文数（把握できているもの）：10件
・欧文 5件
・和文 5件
〇使用を認めなかったもの：2件
・日産婦会員でない／訴訟対策資料
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データ利用

●周産期領域の疫学研究ソースと
しての利用価値は大きい
・case-cohort
・matched case-control
※ただし、‘データ精製’要

●二次調査対象の絞り込みソース
※各施設の対象症例を‘指定’できる

問題点
３．児の長期予後との関連
・短期予後（生・死）に加えて、長期予後が問題
となっている時代
→新生児DBとのリンクが必要

－新たな試み－
・学会公募研究（2011年～）
「硫酸Mg母体投与1500ｇ未満児の予後」
日産婦DBと新生児臨床研究ネットワークDB
とのリンクにより、マッチの比率、周産期情報
と予後との関連を解析

問題点
４．その他
●データフォーム改変時の諸問題
・フォームを電子化している施設はたいへん
・詳細情報は（どの程度）必要か
・ファイルメーカーver.の変化 etc.

●胎児治療調査は実質的に登録なし→削除？
●利用資格の検討
・入力していない施設も利用可？

●倫理審査基準（手順）の整理
etc.etc.

持続可能なDB入力・管理システムの確立


